
川崎市の多文化共生社会の実現に向けた取組について

2020年（令和2年）10月26日
令和2年度第1回「『国民の声』を聴く会」
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１川崎市で生活する外国人住民



川崎市には2020年3月末現在
135を超える国・地域からなる46,408人の外国人住民が生活（市の人口の3.06％）

「多文化のまち」としての川崎市

中原区
①6,204人
②2.40％

①区の外国人住民人口
②区の人口に占める外国人住民人口の比率

幸区
①5,672人
②3.31％

川崎区
①17,040人
②7.24％

宮前区
①3,925人
②1.69％

高津区
①5,447人
②2.37％

多摩区
①5,098人
②2.41％

麻生区
①3,022人
②1.70％
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区別外国人住民人口（2020年3月末現在）

川崎区

①17,040 人
②36.7%

幸区

①5,672 人
②12.2%

中原区

①6,204 人
②13.4%

高津区

①5,447 人
②11.7%

宮前区

①3,925 人
②8.5%

多摩区

①5,098 人
②11.0%

麻生区

①3,022 人
②6.5%

①区の外国人住民人口
②市の外国人住民人口に占める区の外国人住民人口の比率

46,408人
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国籍・地域別外国人住民人口（2020年3月末現在）

中国

①16,606 人
②35.8%

韓国

①7,663 人
②16.5%

フィリピン

①4,700 人
② 10.1%

ベトナム

①4,398 人
②9.5%

ネパール

①1,541 人
②3.3%

インド

①1,431 人
②3.1%

台湾

①1,237 人
② 2.7%

米国

①1,078 人
②2.3%

その他

①7,724 人
②16.7%

46,408人

①国籍・地域別外国人住民人口
②市の外国人住民人口に占める国籍・地域別外国人住民人口の比率
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在留資格別外国人住民人口（2019年12月末現在）

永住者

①13,477 人
②29.5%

技術・人文知識・国際業務

（技術、人文知識・国際業務を含む）

①7,505 人
②16.4%留学

①4,823 人
②10.6%

特別永住者

①4,791 人
②10.5%

家族滞在

①4,288 人
②9.4%

日本人の配偶者等

①2,311 人
②5.1%

定住者

①2,100 人
②4.6%

技能実習

①1,986 人
②4.4%

その他

①4,357 人
②9.5%

45,638人

①在留資格別外国人住民人口
②市の外国人住民人口に占める在留資格別外国人住民人口の比率
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２川崎市多文化共生社会推進指針



川崎市多文化共生社会推進指針

2005年（平成17年）「川崎市多文化共生社会推進指針」策定

2008年（平成20年）第一次改訂

2015年（平成27年）第二次改訂

• 基本目標 ・・・ 多文化共生社会の実現

• 基本理念 ・・・ １人権の尊重

２社会参加の促進

３自立に向けた支援
11



• 施策推進の基本方向 • 施策の具体的推進内容

１行政サービスの充実 ･･･ (１)行政サービスの提供 (２)情報提供・相談窓口
(３)年金制度 (４)保健・医療 (５)福祉 (６)住宅
(７)防災

２多文化共生教育の推進 ･･･ (１)就学の保障と学習支援 (２)違いを認め合う教育
(３)地域における学習支援 (４)家庭へのサポート

３社会参加の促進 ･･･ (１)市政参加
(２)地域における外国人市民グループ等の活動

４共生社会の形成 ･･･ (１)市民への意識啓発 (２)市職員等の意識改革
(３)市職員の採用 (４)事業者への啓発
(５)国際交流センターの活用

５施策の推進体制の整備 ･･･ (１)行政組織の充実
(２)関係機関・ボランティア団体等との連携
(３)国等への働きかけ 12



・重点課題

１情報の多言語化と通訳体制の拡充

２日本語学習支援の拡充

３施策推進の地域拠点づくり

４差別解消施策の検討
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３川崎市多文化共生社会推進協議会



川崎市多文化共生社会推進協議会

根拠法令等

川崎市附属機関設置条例

所掌事務

国籍、民族又は文化の違いを豊かさとして生かし、全ての人が互い

に認め合う多文化共生社会を実現するための施策の推進に関する指

針その他当該施策の推進に必要な事項に関しての調査審議

委員の構成、定数及び任期

学識経験者、関係団体の役職員５人以内、任期２年
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４川崎市外国人市民代表者会議



第１２期 川崎市外国人市民代表者会議
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根拠法令等
「川崎市外国人市民代表者会議条例」 1996年（平成8年）制定

目的
地域社会の構成員である外国人市民に自らに係る諸問題を調査審議
する機会を保障することにより、外国人市民の市政参加を推進し、
もって相互に理解しあい、ともに生きる地域社会の形成に寄与する

所掌事務
外国人市民に係る施策その他の外国人市民に関し上記の目的を達成
するために必要と認められる事項について調査審議

委員の構成、定数及び任期
市内在住１年以上かつ満１８歳以上の外国人市民２６人以内 任期２年
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代表者の責務と3つのキーワード

《代表者の責務》

川崎市のすべての外国人市民の代表

《３つのキーワード》

１要求から参加へ ･･･ 要求するだけではなく積極的に市政参加・社会

参加をしていく

２個別と普遍 ･･･ 個別の違いの中から誰をも納得させる普遍的な

ものを探す

３相互理解と共生 ･･･ 外国人も日本人もお互いの理解に努め、共生を

図る 19



２０１９年度の提言（第１２期）

外国人市民の子育て支援として、乳幼児健康診査のための多言語による支援の充実を図る。

１代表者会議が作成した問診票の「多言語記入ガイド」を活用する。

２乳幼児健康診査やそのほかの母子保健事業に関わる情報の多言語化を推進する。

日本語指導が必要な児童生徒が安心して学校生活を送れるよう日本語支援の充実を図る。

１日本語指導が必要な子どもに対して総合的に支援ができるような体制を整備する。

外国人労働者の適正な就労に向けた取組を推進する。

１労働関連法が遵守され、公正な待遇が確保されるよう事業主等への啓発と適切な監督指導を徹底すると

ともに、外国人労働者への啓発と情報提供の充実を図るよう国に働きかける。

２外国人を雇用する事業主等に対して、外国人の雇用ルールに関する啓発と情報提供を充実させる。

３外国人労働者に対して、適正な労働条件や相談窓口に関する啓発と情報提供の充実を図る。

年次報告書は次のURLからご覧いただけます https://www.city.kawasaki.jp/250/page/0000042762.html 20
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川崎市外国人市民代表者会議の流れ

外国人市民代表者会議

代表者自ら審議テーマを決定
し、全体会または個別のテー
マごとに設置する部会で調査
審議を行う。（年4回/1回あた
り2日）全体会や部会では、
必要に応じて関係者に資料の
提出や会議への出席を求め、
その説明もしくは意見を聴く
ことができる。また、臨時会
（オープン会議）を開催し、
代表者以外の外国人市民、日
本人市民や専門家の意見を聴
き審議に活用する。

川崎市長

「提言」を尊重
し、担当部署を
決めて施策へ反
映させる。

代表者の委嘱

調査審議の結果を報告
年次報告、「提言」

「提言」の取組状況報告

報告

公表

市議会

市民
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市長への報告
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８言語で発行

• 日本語

• 英語

• 中国語

• 韓国・朝鮮語

• ポルトガル語

• スペイン語

• タガログ語

• ベトナム語

ニューズレター発行（3回/年）

ニューズレターは次のURLからご覧いただけます https://www.city.kawasaki.jp/250/page/0000041079.html
23
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５川崎市外国人市民意識実態調査



調査の概要

目的

市内に在住する外国人市民の意識や実態、ニーズなどを把握し、多文化共生社会を実現するための市

の施策に生かす

調査対象

川崎市在住で満１８歳以上の外国人住民・個人

調査項目

ア ふだんの生活について

イ 住まいと安全・安心について

ウ 医療・保険・福祉について

エ 子育て・教育について

オ 地域などでの活動、市政参加について

カ 仕事について

キ 行政の対応と市・国への要望について 25



報告書（概要版）

１０言語で発行

• 日本語

• 英語

• 中国語（簡体字）

• 中国語（繁体字）

• 韓国・朝鮮語

• ポルトガル語

• スペイン語

• タガログ語

• ベトナム語

• タイ語

本報告書と概要版は次のURLからご覧いただけます https://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/60-7-4-0-0-0-0-0-0-0.html 26
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各施策の有機的なつながり

多文化共生社会推進指針

外国人市民代表者会議外国人市民意識実態調査

多文化共生社会推進協議会

川崎市の多文化共生
社会実現に向けた取組

・提言に基づく取組
・取組状況の報告

指針に基づく施策の検証・評価

調査結果の取組への反映

調査結果の指針への反映

・提言に基づく調査の実施
・調査結果の調査・審議への反映

施策の推進に必要な事項
に関して調査・審議指針に基づく取組

情報の共有
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６多文化共生総合相談ワンストップセンター



多文化共生総合相談ワンストップセンターの概要

川崎市国際交流センターの外国人相談事業を「外国人材受入環境整備交付金」を活用し拡充

令和元年７月３１日からワンストップセンターの運営を開始（拡充内容：７言語→１１言語）

開設場所

川崎市国際交流センター内（川崎市中原区）

開設日・時間

１０：００～１２：００、１３：００～１６：００ 月曜日～土曜日

対応言語

１１言語（日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語、

タイ語、インドネシア語、ネパール語）※その他通訳サービスや通訳アプリ・デバイスも活用

相談方法

来訪、電話、ＦＡＸ、メール、その他（各区役所に設置しているタブレット端末を通じたテレビ通話）
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相談件数

278

160
105 87 83 76 72 59 57

33 31
5 1

450

91

6 25 2
49

20 9 12 20 0 1 0 0

200

0
50

100
150
200
250
300
350
400
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500

相談内容別件数

相談件数 うちコロナ関連

（令和２年４月～９月）

日本

17.4%

ネパール

15.1%

中国

13.4%

フィリピン

10.6%

欧米諸国

7.2%

ブラジル

5.7%

タイ

4.6%

ペルー

3.8%

ベトナム

2.5%

アフリカ諸国

2.3%

韓国

1.5%

インドネシア

1.2%

スリランカ

0.8%

台湾

0.3%
トルコ

0.3%
オセアニア

0.3%
カンボジア

0.1%

その他

8.5%

不明

4.4%

国籍別相談者数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計 月平均

令和元年度 3 115 123 164 148 150 179 158 151 1,191 約 149

令和２年度 143 205 282 318 298 251 1,497 約 250

（件）

（令和２年４月～９月）
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